令和６年分年末調整申告書の記載について
①基礎・配偶者・定額減税・所得金額調整控除申告書
	提出者
	全員

	説　明
	エクセルに収入等の金額を入力すれば所得金額や控除額が自動で算出されます。

	
	基礎控除申告書
所得者の合計所得金額が2,500万円を超える場合を除き、記載が必要です。本人の本年中の合計所得金額の見積額を計算し、「区分Ⅰ」欄にA～Cのいずれかを記載し、「基礎控除の額」欄にその金額を記載してください。

	
	配偶者控除等申告書
所得者の合計所得金額が1,000万円を超える場合は、配偶者控除又は配偶者特別控除の適用を受けることができません。
【配偶者控除】
本人と生計を一にし、合計所得金額が48万円以下（給与収入の場合、収入金額103万円以下）である配偶者が対象です。
【配偶者特別控除】

本人と生計を一にし、合計所得金額が48万円超から133万円以下の所得（給与収入の場合、収入金額103万円超から201万5,999円以下）である配偶者が対象です。
配偶者の氏名、生年月日、本年中の合計所得金額の見積額を記載し、「区分Ⅰ」及び「区分Ⅱ」の結果をもとに「控除額の計算」の表から配偶者控除または配偶者特別控除の額を算出してください。
※　配偶者の個人番号届出書を未提出の場合は、提出してください。
※　すでに提出している扶養控除等申告書に源泉控除対象配偶者の氏名等を記載していたが、年末調整で配偶者控除等を申告しない（記載しない）場合は、改めて扶養控除等申告書（異動分）の提出が必要です。
≪注意≫扶養親族等の所得金額の見積もりについて
年末調整時に見積もった金額よりも実際の金額が超えた場合、所得税の追加納付が必要となり、例年、翌年以降に税務署から扶養誤りの是正通知があります。
本年の途中で、就職等がある場合は十分注意してください。配偶者の場合は、配偶者控除等申告書の控除額の計算表で正しく見積もっているか、扶養親族の場合は、合計所得金額が48万円（給与収入の場合、収入金額103万円）を超えていないかを確認してください。


	
	年末調整に係る定額減税のための申告書

　　令和６年６月以降の給与等の支払日以降に、同一生計配偶者や扶養親族（16歳未満を含む）の人数に異動（扶養控除等申告書や確定申告書等の提出による）があった場合は、年末調整又は確定申告において最終的な年間の職税額と定額減税額との清算が行われます。
【基礎控除申告書の「本人定額減税対象」の欄】
　　本人の合計所得金額が1,805万円以下の場合はチェックをします。
【配偶者控除申告書の「配偶者定額減税対象」の欄】
　　基礎控除申告書の区分ⅠがA～Dかつ配偶者控除申告書の区分Ⅱが①～②の
場合はチェックをします。

	
	所得金額調整控除申告書
給与の収入金額が850万円を超え、「本人が特別障害者」「23歳未満の扶養親族を有する」「特別障害者である同一生計配偶者または扶養親族を有する」のいずれかに該当する場合に記載が必要です。（給与等の収入金額－850万円）×10％で算出された金額を給与所得から控除します。
※　年末調整の対象となる給与の収入金額が850万円以下である場合は、記載する必要はありません。850万円を超えるかどうか明らかではない場合で、所得金額調整控除の適用を受けようとする場合は記載してください。
※　いわゆる共働き世帯で、23歳未満の扶養親族がいる場合、扶養控除の適用については夫婦のいずれかで受けることになりますが、所得金額調整控除の適用については、夫婦の両方で所得金額調整控除を受けることができます。


②保険料控除申告書
	提出者
	保険料控除等を申告する人（申告しない人は提出不要です。）

	記載上の注意

及び添付書類


	エクセルに支払額等の金額を入力すれば控除額が自動で算出されます。
控除証明書等は、確認作業がしやすいように②-2添付書類台紙に貼り付けてください。

	
	【保険料控除】

「一般の生命保険料（新・旧の区分ごと）」、「介護医療保険料」、「個人年金保険料新・旧の区分ごと」、「地震保険料」「旧長期損害保険料」のそれぞれ該当する欄に支払額（12月末時点の年間保険料から配当金等を控除した後の金額）を記載してください。生命保険料控除は、計算式Ⅰ（新保険料等用）・計算式Ⅱ（旧保険料等用）から控除額を計算してください。
　添付書類　保険会社等から送付される控除証明書（原本）
※　給与控除されている保険料（共済積立年金、遺族支援保険等）についても、証明書を添付してください。
※　控除証明書の提出が間に合わないときは、必ず控除の区分・金額を確認して記載したうえで提出し、証明書は届き次第、速やかに総務課に送付してください。

	
	【社会保険料控除】

添付書類　国民年金保険料及び国民年金基金の掛金については、日本年金機構または各国民年金基金が発行した控除証明書（原本）


	
	【小規模企業共済等掛金控除】

個人型確定拠出年金（iDeCo）について、掛金を給与控除している場合は記載しないでください（総務課で掛金全額を控除します）。個人払いにしている場合のみ金額を記載してください。
添付書類　国民年金基金連合会が発行した『小規模企業共済等掛金払込証明書』（原本）（個人払いのみ）



③扶養控除等（異動）申告書
	提出者
	全員
※扶養親族等がいない場合も、全員提出してください。

	記載上の注意
	R7年の所得金額の見込み等を考慮して扶養親族等を申告してください。

※R6年申告した内容から変更がある場合は、総務課へ連絡してください。
≪注意≫扶養親族等の所得金額の見積もりについて
年末調整時に見積もった金額よりも実際の金額が超えた場合、所得税の追加納付が必要となり、翌年以降に税務署から扶養誤りの是正通知があります。
本年の途中で、就職等がある場合など、所得の見積りをする際は十分注意してください。配偶者の場合は、配偶者控除等申告書の控除額の計算表で正しく見積もっているか、扶養親族の場合は、合計所得金額が48万円（給与収入の場合、収入金額103万円）を超えていないかを確認してください。


④住宅借入金等特別控除申告書
	提出者
	住宅借入金等特別控除を受ける最初の年に、税務署において確定申告をして、住宅借入金等特別控除申告書の送付を受けている人


	記載上の注意

及び添付書類


	税務署から送付されている「住宅借入金等特別控除申告書」に、金融機関が発行した「住宅取得資金に係る借入金の年末残高証明書」から控除額を算定し記載してください。税務署から送付されている住宅借入金等特別控除申告書の氏名欄には「印」がありますが、令和３年分の年末調整から押印が不要となりました。
※　「住宅借入金等特別控除申告書」に「給与支払者の法人番号」、「あなたの個人番号」の欄がある場合は、記載せず空欄で提出してください。

※　連帯債務がある場合は、申告書の備考欄に次のような記載が必要です。
（他の債務者から）「私は連帯債務者として、右の住宅借入金等の残高の○○○円のうち、○○○円を負担していることとしています」等の文言、住所及び氏名の記入を受けてください。その人が給与所得者である場合には、その勤務先の所在地及び名称も併せて記入を受けてください。
なお、平成３１年度分以降のものは、証明書に連帯債務の記載がありますので、その場合は記入不要です。
※　詳細は、税務署から申告書と併せて送付された資料等をご確認ください。
※　借換えを行った場合は、借換え費用等を除外したうえで、正しい控除額を申告する必要があります。計算方法、内容等について不明な点がある場合は、借換えを行った金融機関へ相談したうえで、以下の資料を添付し申告してください。
添付書類　
・金融機関が発行した『住宅取得資金に係る借入金の年末残高証明書』（原本）
・「借換え計算過程」と「借換え計算の根拠となる資料」（借換え以降、年末調整を行う場合）
※　添付書類台紙に貼り付けせず、そのまま提出してください。


⑤その他（前職分源泉徴収票、個人番号届出書）
	提出者
	前職分源泉徴収票（原本）
新規採用者などで前職等の他の支払者（アルバイト等を含む。）から本年中に支払いがある場合
※　前職の勤務先から本年中の源泉徴収票の発行を受け、源泉徴収票の右上に職員番号を記載し提出してください。
※　本年中に正規職員から会計年度任用職員、又はその逆になった場合は、源泉徴収票の提出は不要です。
※添付書類台紙に貼り付けせず、そのまま提出してください。

	
	個人番号届出書
扶養控除等（異動）申告書、配偶者控除等申告書、所得金額調整控除申告書に記載した配偶者や扶養親族の個人番号をまだ届け出ていない人は、総務課へ連絡してください。
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